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臨時災害放送局を準備する意味とは？
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自己紹介

経歴：
NHKで報道局で「NHKスペシャル」「クローズアップ現代」を制作、
ラジオセンターを経て、2010年から14年間、放送文化研究所に所属
2025年1月末に早期退職。

研究テーマ ＊デジタル時代における放送政策・メディア政策
＊被災者・被災地を取り残さないための災害情報伝達
＊地域におけるメディアの存在意義

現在の仕事 ＊広島大学客員教授（2021年～）
＊関西学院大学法学部講師（2017年～）
＊東京経済大学コミュニケーション学部講師（2024年～）
＊放送文化基金賞専門委員
＊日本ケーブル連盟コンテンツ委員会有識者委員
＊総務省関東総通・臨時災害放送局の

開設・運用に関する実務者連絡会委員 など



・平成７年１月 阪神・淡路大震災（1995年）木造家屋を中心に10万棟が倒壊。死者6,434人。

・平成16年10月台風23号豪雨（2004年）兵庫や京都で河川氾濫、各地で土砂災害。死者等98人。

・平成16年10月新潟県中越地震（2004年）内陸直下型。山古志地区で大きな被害。死者46人。

・平成23年３月東日本大震災（2011年）東北地方太平洋沖地震と福島第一原発事故による災害。死者１万5897人。避難者最大47万人。

・平成23年８月台風12号豪雨（2011年）和歌山、奈良、三重で土砂災害、氾濫。死者等98人。

・平成26年８月豪雨（2014年）広島市で土石流、崖崩れ。死者77人。

・平成27年９月関東・東北豪雨（2015年）鬼怒川堤防決壊。24万人避難指示315万人避難勧告。死者20人。

・平成28年４月熊本地震（2016年）熊本県と大分県を中心に震度7を２回観測。死者267人。

・平成29年７月九州北部豪雨（2017年） 福岡、大分で土砂災害。死者40人。 朝倉市で新規開設

・平成30年7月西日本豪雨（2018年） 西日本を中心に、河川氾濫、浸水買い、土砂災害が発生。死者224人。

・平成30年８月台風21号（2018年） 近畿地方を中心に高潮被害が発生。関空が浸水、停電し、閉鎖。連絡橋にタンカーが衝突し復旧が長引いた。

・平成30年９月北海道胆振東部地震（2018年） 北海道全域に及ぶブラックアウトが発生。外国人観光客にも大きな混乱。死者42人。

・令和元年房総半島台風（台風15号）（2019年） 9月に観測史上最強クラスの勢力で関東に上陸。住宅被害１万軒超。千葉県を中心に広域・長期間の停電が発生。

・令和元年東日本台風（台風19号）（2019年） 10月上陸。関東、信越、東北を中心に71河川140か所で堤防決壊。死者105人負傷者375人住宅被害87,000棟以上。

・令和２年７月豪雨（2020年）熊本県を中心に九州、中部、東北地方など日本各地に膨大な降水をもたらした集中豪雨。82人死亡4人行方不明。

・令和３年１月大雪（２０２１年）、北日本から西日本にかけての日本海側中心に断続的に強い雪。雪の少ない九州や四国などでも積雪。死者３５人

・令和３年７月豪雨（２０２１年）静岡県熱海市における土石流の被害を中心として、死者は27名（静岡県）。熱海市の土石流を含めて274件の土砂災害が発生

・令和６年１月能登半島地震（２０２４年）２０２５年１月９日現在、災害関連死は277人となり、直接死も含めた死者は505人。

この３０年の主な災害と取材・支援の体験



女川町

東日本大震災：

富岡町

陸前高田市

熊本地震・西日本豪雨他

南海トラフ対策訓練・セミナー

益城町

和歌山県
沿岸市町村

https://www.soumu.go.jp/main_content/000936454.pdf

取り組み：臨時災害放送局の調査・支援・普及活動
訪問調査・新規局開設支援 運用の手引き作成（自治体向けの運営マニュアル）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000936454.pdf


取り組み：自治体における災害情報伝達の円滑化
市町村担当者向けの災害情報伝達研修やワークショップ講師
（伝達手段多様化のデザイン・市民との協業・協力関係の構築）

台東区様でのワークショップ



出典：https://www.nhk.or.jp/bunken-blog/index.html

取り組み：能登半島地震に関する調査・研究・実践
シンポジウム（メディアの役割）  ブログ（被災地の実態取材・住民調査） 実験放送（輪島市町野町のラジオ）

https://www.nhk.or.jp/bunken-blog/index.html


臨時災害放送局準備の意味①

避難情報の伝達手段は多様化。
では、避難行動後の伝達手段は？



 ＜フェーズ①＞        ＜ フェーズ②＞        ＜フェーズ③＞

←避難・救助――→

 災害発生の前後

 ・一人でも多くの命を守る

 ←復旧・支援――――――→

  避難所等での避難生活

・被災者の命をつなぐ   

     ←生活再建・復興――――――→

仮設住宅や自宅再建

・暮らしの再建を支える

＜フェーズ⓪＞

←防災―――――→

 日常生活

 ・防災の自分事化を促す

災害を巡る４つのフェーズ



 ＜フェーズ①＞        ＜ フェーズ②＞        ＜フェーズ③＞

←避難・救助――→

 災害発生の前後

 ・一人でも多くの命を守る

 ←復旧・支援――――――→

  避難所等での避難生活

・被災者の命をつなぐ   

     ←生活再建・復興――――――→

仮設住宅や自宅再建

・暮らしの再建を支える

＜フェーズ⓪＞

←防災―――――→

 日常生活

 ・防災の自分事化を促す

災害を巡る４つのフェーズ⓪日常生活

↓

＊アプリDL・LINE利用促進

＊ハザードマップや

避難経路（在宅避難）の確認促進

＊防災教育、コミュニティー作り



 ＜フェーズ①＞        ＜ フェーズ②＞        ＜フェーズ③＞

←避難・救助――→

 災害発生の前後

 ・一人でも多くの命を守る

 ←復旧・支援――――――→

  避難所等での避難生活

・被災者の命をつなぐ   

     ←生活再建・復興――――――→

仮設住宅や自宅再建

・暮らしの再建を支える

＜フェーズ⓪＞

←防災―――――→

 日常生活

 ・防災の自分事化を促す

災害を巡る４つのフェーズ①災害発生前後

↓

＊防災行政無線を軸に

多様な手段で

避難情報を伝達

↓

＊アプリDL・LINE利用促進

＊ハザードマップや

避難経路（在宅避難）の確認促進

＊防災教育、コミュニティー作り



東日本大震災以降、
防災行政無線
以外での避難情報の
伝達手段が多様化

自治体による避難情報伝達の多様化施策が浸透

外部サービス

臨時災害放送局



 ＜フェーズ①＞        ＜ フェーズ②＞        ＜フェーズ③＞

←避難・救助――→

 災害発生の前後

 ・一人でも多くの命を守る

 ←復旧・支援――――――→

  避難所等での避難生活

・被災者の命をつなぐ   

     ←生活再建・復興――――――→

仮設住宅や自宅再建

・暮らしの再建を支える

＜フェーズ⓪＞

←防災―――――→

 日常生活

 ・防災の自分事化を促す

災害を巡る４つのフェーズ②避難生活

↓

＊アプリDL・LINE利用促進

＊ハザードマップや

避難経路（在宅避難）の確認促進

＊防災教育、コミュニティー作り
↓

＊防災行政無線を軸に

多様な手段で

避難情報を伝達

＊生活・ライフライン情報、

行政情報など情報量増大

＊デマや混乱回避、

関連死予防やメンタルケア

＊停電やネット不通など

情報格差拡大への対応

↑



災害情報の種類 発信者 早期 発災前
発災直前・
発災

発災後
数時間

１日 ７２時間 １週間 １か月 １か月～

防災気象情報（注意報） 気象庁

高齢者避難（警告レベル3） 市区町村

防災気象情報（警報） 気象庁

避難指示（警告レベル４） 市区町村

防災気象情報（特別警報） 気象庁

緊急安全確保(警告レベル5) 市区町村

緊急地震速報 気象庁

津波警報・注意報 気象庁

各種警報（氾濫・土砂災害） 国交省

避難所開設情報 市区町村

避難所開設情報【2次避難所】 市区町村/各施設

住民への各種呼びかけ 市区町村

救助・救援情報 警察・消防

被害情報 警察・消防

安否・死亡情報 市区町村・警察・住民

ライフライン情報（電気・水道・ガスなど） ライフライン事業者

道路・鉄道情報 道路管理者・鉄道事業者

行政関連情報（罹災証明など各種手続き） 市町村

生活情報（給水・風呂・物資・トイレ・給油等） 市町村・民間ほか

支援情報（ボランティア・医療・社会福祉関連） 市町村・医療機関ほか

災害情報の種類と時間経過

フェーズ②
避難行動後に
情報は爆発的に増大



激甚災害時、避難行動後の伝達手段は？

激甚災害時
はネットが
不通に

避難情報伝達
メインの手段

外部サービス

外部
サービスや
受信環境に
依存？

臨時災害放送局



臨時災害放送局準備の意味②

能登半島地震では開設されず。
「伝達手段＝LINE」で十分か？



能登半島地震ではなぜ開設しなかったのか？
＊珠洲市、輪島市、志賀町、能登町、穴水町などで
総通や住民などが自治体へ働きかけたが開設されなかった

＊調査などから見えてきた主な理由
＜市町村の認識＞

・そもそも臨時災害放送局に関する制度を知らなかった
・窓口が避難情報担当の危機管理・防災担当部局だった
（生活情報担当の広報部局への働きかけではなかった）

＜市町村の事情＞

・ラジオ放送に職員を充てる余裕がなかった
・ラジオ放送を委託できる人員や団体がイメージできなかった
・費用ゼロなら検討するが予算はかけられないとの声

＜伝達手段としての限界＞

・日頃からラジオに対する評価が高くなかった
・市町村全域をカバーできないことをネックと感じた
（被害が大きな狭域エリアでの開設の要望はあり）

・その他の伝達手段（特にLINE）で十分だと感じていた

コミュニティFM
は七尾市1局のみ



各自治体とも地震直前にLINE導入→伝達メイン
珠洲市
ヒアリング珠洲市ＨＰ

→故障した子局も多く、また
詳細情報伝達には不向き

→登録者数が少なく
実質的に稼働せず

→緊急情報のみ

→（生活情報も積極的に入力）

→CATV側で文字放送
契約者の多くが視聴できず

→LINEを積極的に活用し
HPに誘導

→リンク表示程度

出典：輪島市、七尾市LINE、珠洲市HPから加工

輪島市LINE 七尾市LINE



能登の自治体でLINE伝達がメインになった背景
指定避難所だけでなく、
自主避難所にもスターリンクが整備され、
ネット不通が早期解消

高齢者には広報誌を使って、
避難所でLINEの使い方を伝達

開封率を簡単に分析可能。
ニーズに応じた発信を強化
（現在も伝達のメインに）

出典：KDDI資料、珠洲市の広報誌とLINEから
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ＮＨＫ文研被災地ＷＥＢ調査（2024年5月実施・200人対象）

NHK被災地WEB調査 Ｑ.情報を入手した機器は？

住民の情報入手：テレビを抜いてスマホが1位に



５９

５３

１６

１５

１５

２８

２７

１２

１０

３

メッセンジャーやメールでの家族・知人とのやりとり

市町村など行政が発信する情報

新聞社のホームページなどの記事・情報

テレビ局・ラジオ局のホームページやアプリの記事・情報

テレビ局・ラジオ局のニュース・情報番組の同時配信・見…

ＳＮＳの情報

検索プラットフォームでの検索

新聞社や放送局以外が運営するニュース・防災系のアプ…

動画配信サービスの動画

その他

テレビ局・ラジオ局のニュース・情報番組の同時・見逃し配信

（％） (複数回答)

メディア以外のニュース・防災系のアプリ・サービス

検索プラットフォーム

動画配信サービス

ＮＨＫ文研被災地ＷＥＢ調査

NHK被災地WEB調査 Ｑ.情報を入手した内容は？

住民の情報入手：市町村発信の情報がダントツ



インターネット利用：3日以上不通2割、孤立者4割

ＮＨＫ文研被災地ＷＥＢ調査

NHK被災地WEB調査 Ｑ.インターネットは通じたか？
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避難・滞在先が３日以上
孤立状態にあった(ｎ＝50)

ＮＨＫ文研被災地ＷＥＢ調査

NHK被災地WEB調査 Ｑ.情報を入手した機器は？②

孤立者はラジオから情報を入手した人多い



参考） 停電時はラジオが多用されていた
民放連調査 Ｑ.停電していた時に利用頻度が高かったのは？

出典：民放連研究所「能登半島地震時のメディアの役割に関する総合調査 報告書」



ＮＨＫ文研被災地ＷＥＢ調査

NHK被災地WEB調査 Ｑ.情報入手の満足度は？

孤立者の3割は情報入手に不満感じていた



輪島市町野町

是非
作ってほしい

出来たら
聞くと思う

＜リスナー調査＞

対象79人

＜仮設やスタジオでお話を聞いた実感＞

・スマホ、LINEを使いこなせない人が少なくない（災害時～現在）
・輪島市のLINEは市全域の情報が大半。
地区や集落単位の細かい情報がない
・肉声（馴染みの住民や行政職員なども）による語りかけや音楽が、
被災した心の支え、将来への励みにつながる

地震・豪雨の二重被災地で臨時災害放送実験

出典：総務省北陸総通HP

2月23日放送



 ＜フェーズ①＞        ＜ フェーズ②＞        ＜フェーズ③＞

←避難・救助――→

 災害発生の前後

 ・一人でも多くの命を守る

 ←復旧・支援―――――→

  避難所等での避難生活

・被災者の命をつなぐ   

     ←生活再建・復興――――――→

仮設住宅や自宅再建

・暮らしの再建を支える

＜フェーズ⓪＞

←防災―――――→

 日常生活

 ・防災の自分事化を促す

災害を巡る４つのフェーズ③生活再建

↓

＊アプリDL・LINE利用促進

＊ハザードマップや

避難経路（在宅避難）の確認促進

＊防災教育、コミュニティー作り
↓

＊防災行政無線を軸に

多様な手段で

避難情報を伝達

＊生活・ライフライン情報、

行政情報など情報量増大

＊デマや混乱回避、

関連死予防やメンタルケア

＊停電やネット不通など

情報格差拡大への対応

↑
＊仮設住宅での情報提供や

コミュニティ維持

＊再建・復興への情報提供

＊被災後の心のケア

↑



臨時災害放送局準備の意味③

首都直下地震に備える。
効果的な開設・運営のために



・平成７年１月 阪神・淡路大震災 臨時災害放送局制度開始 新規開局（兵庫県）
・平成１２年 有珠山噴火 新規開設（北海道虻田町）
・平成16年10月新潟県中越地震 新規開設1自治体（十日町） CFM移行型１局
・平成19年10月新潟県中越沖地震 CFM移行型1局
・平成23年1月東北豪雪 新設開設（秋田県横手市）
・平成23年３月東日本大震災 新規開設１８自治体 CFM移行型10局
・平成23年１月～新燃岳噴火 新規開設（宮崎県高原町）
・平成2５年７月豪雨  新規開設（島根県津和野町）
・平成26年８月豪雨 新規開設（兵庫県丹波市）
・平成27年９月関東・東北豪雨 新規開設2自治体（茨城県常総市・栃木県栃木市）
・平成28年４月熊本地震 新規開設3自治体（熊本県益城町・御船町・甲佐町） CFM移行型1局
・平成29年７月九州北部豪雨 新規開設（福岡県朝倉市）
・平成29年10月豪雨 新規開設（栃木県小山市）
・平成30年7月西日本豪雨 新規開設2自治体（広島県坂町・熊野町）
・平成30年９月北海道胆振東部地震 新規開設2自治体（北海道むかわ町・厚真町）
・令和元年東日本台風（台風19号） 新規開設2自治体（狛江市・長野市） CFM移行型1局

ここ数年、臨時災害放送局の開設実績はないが…

・令和２年７月豪雨（2020年）熊本県を中心に九州、中部、東北地方など日本各地に膨大な降水をもたらした集中豪雨。82人死亡4人行方不明。

・令和３年１月大雪（２０２１年）、北日本から西日本にかけての日本海側中心に断続的に強い雪。雪の少ない九州や四国などでも積雪。死者３５人

・令和３年７月豪雨（２０２１年）静岡県熱海市における土石流の被害を中心として、死者は27名（静岡県）。熱海市の土石流を含めて274件の土砂災害が発生

・令和６年１月能登半島地震（２０２４年）２０２５年１月９日現在、災害関連死は277人となり、直接死も含めた死者は505人。



情報伝達において首都直下地震で想定すべき点

＊通信や停電は早期に回復し、LINEやHPなど、ネットでの情報伝達が可能になるのでは？
→能登で活躍したスターリンク（衛星ネットサービス）は絶対的不足。アクセスも集中。
電気が復旧したとしても、計画停電の実施は不可避

＊スカイツリーは大丈夫だから地上放送に頼れるのでは？
→能登半島地震（10市町村程度）でも、局のライフライン放送は困難を極めていた。
首都直下地震で被害受けた市区町村全ての細かなライフライン放送実施はかなり困難では？
→視聴者にとっては放送される市区町村数が多いため、自分の地域の情報を入手しにくい

＊ラジオを担当させる職員が足りない、ラジオで話せる職員がいない
→あらかじめJCBAはじめ、業務を委託できる信頼できる団体やボランティアを確保しておく

（EX.和歌山県情報化推進協議会の「臨時災害放送局サポーター制度等）

＊二次被害や余震での避難呼びかけから店舗開店情報まで。幅広い情報をどう整理し伝達を？
→行政内で危機管理・防災担当と広報担当が連携し、災害情報伝達の全体像を想定して準備

＊HP・LINE・SNS、広報誌など多様な伝達手段への対応が煩雑
→ワンソースマルチユース（例：LINE原稿と放送原稿の連動）を想定した効率的対応を準備
→原稿化が間に合わなくても、ラジオでは行政担当者が出演して伝えることが可能
→テキストより肉声の方が、医療・福祉従事者、民生委員等による心身サポートが効果的に



最後に・・・

能登半島地震と、激甚広域災害となる首都直下地震はレベルが異なる。
教訓を読み違えずに備えを進めてほしい。

災害の直接死だけでなく関連死も含めて、
最もリスクが高いのは、高齢者などの災害弱者と孤立の可能性のある地域。
災害情報伝達を“効率化”だけで考えないでほしい。

“やらない”理由を探すのではなく、“やる”ことの意味を考えて欲しい



ご清聴
ありがとうございました。
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村上圭子

keiko.murakami@lark.verse.jp
https://bushwarbler.jp/（準備中）
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